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平成１６年度 国立大学法人北見工業大学 年度計画 

 
 
Ⅰ 大学の教育研究等の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（1）教育の成果に関する目標を達成するための措置 
学部教育 
・語学教育の充実のため５０台程度の CALL システムを導入する。 

・ディベート力、発表力、文章力なども、成績評価の中に反映させるなど、「学術リテラシ 

ー」を高める教育を行う。 

・工学教育の実践的場として、「もの創り工房」を設置し、イベントなどへの参加を推進す

る。 

大学院教育 

・教育達成度の客観性を明示した上で、学生の能力を多面的に評価し、高度技術者に相応

しい水準を保証する。 

（2）教育内容等に関する目標を達成するための措置 

学部教育 
・入学志願者確保のため、各種広報媒体の活用を積極的に検討するとともに、教職員によ

る高校及び高専訪問を多くの地域で１０％程度増大させる。 
・カリキュラム編成を検討し、それぞれの科目の目標と位置付け、及び相互関連を明確に

して、JABEE 申請に備える。 

・各教官にオフィスアワーを義務付けるが、特に、卒論指導を持たない教員には個別学習

指導体制への積極的な支援を求める。 

大学院教育 

・ホームページ、広報誌の英語版の充実を図る。 
（3）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 
・現有の教育支援設備の有効活用を図るために、その使用状況・予定を教員及び学生が容

易に把握できるシステムを構築し、空き時間における自習場所として積極的に活用でき

るようにする。 

・語学学習システムの整備として、最新機器の導入を進める。 

・学生による授業評価など教育の質の改善のために、評価委員会を設置する。 

・公開授業を前年度より１０％程度拡大するよう推進し、授業方法の改善を図る。 

（4）学生の支援に関する目標を達成するための措置 

・個々の学生の修学状況を把握しながら、学生からの修学相談に責任をもって対応する担

任制度を確立する。 

・「学生よろず相談室」を開設し、専門相談員をおきながら、保健管理センターの医師、看

護師らと連携を図り、健康管理を始め精神的な面における相談に関しても十分対応可能

なシステムの確立を図る。 

・学生の生活面の相談は事務部に担当の窓口を設け、内容によって「学生よろず相談室」

等との連携を図る。 

・国際化に関しては、現行の留学生相談室と事務機構を一体化した国際交流センターを設

け、留学生への支援と国際交流の充実・発展を図る。 
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２ 研究に関する中期計画 

(1) 研究水準及び研究の成果等に関する具体的目標 

・エネルギー・環境関連分野、寒冷域の社会基盤関連分野、地域社会との繋がりもあるバ

イオ・材料科学分野、近年急速に発展している情報科学分野を本学の重点分野とする。 
・研究成果の社会への還元の窓口は、学内の情報の集約と外部への発信を含め、地域連携・

研究戦略室が中心となって推進する体制に移行する。 

・中期計画期間内における研究者個々人の研究目標の明確化を図る。 

（2）研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置 
・採用する教員が担うべき研究分野などの方針は、教育研究評議会の審議を踏まえ役員会

が決定する。 

・技術部の組織改革を行い、技術職員が全学共通的業務・重点研究分野の研究プロジェク

ト・競争的資金導入グループ等への優先配置が可能な組織とする。 

・間接経費等の外部資金を活用し、非常勤研究員・技術員の雇用を拡大する。 

・重点化研究分野のプロジェクト研究に対して、学長裁量経費の３０％程度を重点配分す

る。 
・個々の教員に対しては、評価委員会において研究評価を実施し、この結果を尊重しなが

ら役員等で研究費配分を決定する。 

・研究・教育・管理スペース等の配分比率を定期的に見直し、効率的、弾力的に運用でき

るシステムを構築する。 
・弁理士をコーディネーターとして契約し、知的所有権の創出・取得・管理・活用等につ

いて助言・指導を受ける。 

・知的財産本部を立ち上げる。 

３ その他の目標を達成するための措置 

（1）社会との連携、国際交流等に関する目標を達成するための措置 

・地域社会と大学との連携・協力体制を実効あるものとするため、地方自治体あるいは関

連研究機関などとの協議会である北見地域連携推進協議会を２回程度開催する。 
・小、中、高校生向けの公開実験等を拡大し、科学への興味を喚起する企画を強化する。 
・サテライト・オフィスを開設するとともに教員紹介をホームページに掲載し、研究テー

マ等の公開を進める。 
・周辺大学との融合分野の科目設定等を進めるため協議機関を設置する。 
・外国の大学と国際共同研究推進のための協定を結ぶ。 
・国際ワークショップを開催する。 
 
Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するために取るべき措置 

１ 運営体制の改善に関する目標を達成するための措置 
・教学・研究・広報・管理等に関する専門部会からなる戦略立案機関を設置する。 
・権限と責任が拡大した学長を補佐するため、大学運営の重要テーマごとに副学長を置き

副学長４人体制で基本戦略の企画立案を行う体制とする。 
・既存の委員会の見直しを図り、特に、産学官連携や国際交流の推進および全学共同利用

施設の適切な運営を担当する事務組織を強化する。 
・入試関連業務、就職指導業務、国際交流・留学生あるいは産学官連携に係わる業務など

の分野で、教員・事務職員等が一体となって運営できる体制を構築する。 
・国の基準面積に基づいて各研究分野へ研究室・実験室等を配分している方式を改め、本

学として活性化すべき研究分野に重点的に配分したり、研究成果や外部資金の導入実績
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等で配分したりできる体制とする。 
・教育・研究・大学活性化のそれぞれの分野ごと評価し、教育研究費を傾斜配分する原則

は今後も堅持するが、重要な研究分野には重点的に配分できる方式とする。 
３ 教職員の人事の適正化に関する目標を達成するための措置 
・期末手当と勤勉手当の比率を現行の７：３から６：４程度とし、業績を加味した支給制

度とする。 

・人事戦略、適切な人事管理体制を構築するために、学長を中心とする役員会と教育研究

評議会が指導性を発揮する体制を構築する。 
・教員人事の流動性・活性化を目指し、全部門の新規採用人事に任期制を導入する。なお、

同意が得られた現職者にも適用できるように制度化し、５０％程度が任期制の対象にな

るように推進する。 
４ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 
・大学運営の企画立案等への参画、及び教育・研究支援事務等に機動的に対応できる事務

組織の構築を図る。 

・事務の効率化・集中化のため、ペーパーレス化、事務の電子化等の推進を図り、用紙使

用量を５％程度削減する。 

 
Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するために取るべき措置 

１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

・外部資金導入に積極的な研究者に、研究スペースあるいは研究支援等の面で優遇する制

度等を設け、増額を目指す。 

・本学の特色ある研究等についての予算獲得のため、学長を始めとした役員会が中心とな

って企業訪問などの活動を積極的に行う。 

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 
・大学所有の車両については、業務の適切な遂行の観点等を踏まえ、必要に応じて外部に

委託するなど節減に努める。 

・研究設備・施設の充実に伴い、光熱水料などの経常経費が増大しているが、広報活動と

合わせて定期的なパトロールを実施するなどにより削減に努める。 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 
・外部資金などは、適切な運用のために主たる取扱い金融機関を決め、健全で且つ効率的

な運用を図る。 
 
Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するための措置 

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 
・教員個人の教育研究の自己評価を毎年度実施し、評価方法の改善などを推進する。 

２ 情報公開等の推進に関する目標を達成するための措置 
・広報担当の副学長を置き、自治体広報誌、マスメディアの活用を図るなどしながら、大

学情報の一元化と充実を図る。 

 
Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するために取るべき措置 

１ 施設設備の整備等に関する目標を達成するための措置 
・長期学内施設整備計画を策定して、総合情報処理センターの設置、図書館の増築、メデ

ィア教育センターの設置あるいはキャンパスアメニテイの向上などの教育研究環境の改

善を図る。 
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・教育研究施設の有効活用等は、施設マネジメントを推進するため施設環境委員会を設置

し、定期的な利用実態調査を行い、実績や有効性に応じたスペース配分となるように改

める。 

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置 
・学内施設の防災・交通安全などの啓発・実地訓練などは毎年度実施しているが、一層の

啓発活動を定期的に実施する。 

・学生の安全確保のため、毎年度、実験・実習の開始時に安全教育を実施し、シラバスに

も記載する。 
 
Ⅵ 予算（人件費の見積を含む。）、収支計画及び資金計画 
 別紙参照 
 
Ⅶ 短期借入金の限度額 
１ 短期借入金の限度額 

 ７億円 

２ 想定される理由 

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費として借 

り入れすることも想定される。 

 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画は無い。 

 

Ⅸ 剰余金の使途 

決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充

てる。 

 

Ⅹ その他 

１ 施設・設備に関する計画 

                                （単位：百万円） 

施設・設備の内容 予定額 財   源 

 

・小規模改修 

 

総額   １９ 

 

施設整備費補助金  （ １９） 

船舶建造費補助金  （  ０） 

長期借入金     （  ０） 

国立大学財務・経営ｾﾝﾀｰ施設費 

交付金       （  ０） 

          

 注）金額は見込みであり、上記のほか、業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備

や、老朽度合い等を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもあり得る。 

２ 人事に関する計画 

 （参考）１６年度の常勤職員数     ２０１ 

     また、任期付職員数の見込みを７６人とする。 

 （参考）平成１６年度の人件費総額見込み   ２，５９９百万円 
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（別紙）予算、収支計画及び資金計画 

 

１．予 算 

 

平成１６年度 予算 

（単位 百万円） 

区    分 金   額 

収入 

 運営費交付金 

 施設整備費補助金 

 船舶建造費補助金 

 施設整備資金貸付金償還時補助金 

 国立大学財務・経営センター施設費交付金 

 自己収入 

  授業料及入学金検定料収入 

  財産処分収入 

  雑収入 

 産学連携等研究収入及び寄付金収入等 

 長期借入金収入 

計 

 

        ２，７７９ 

           １９ 

            ０ 

           １０ 

            ０ 

        １，２０８ 

        １，１８５ 

            ０ 

   ２３ 

  ２２４ 

            ０ 

        ４，２４０ 

支出 

 業務費 

  教育研究経費 

  一般管理費 

 施設整備費 

 船舶建造費 

 産学連携等研究経費及び寄付金事業費等 

 長期借入金償還金 

計 

 

        ３，９８７ 

        ３，３３９ 

  ６４８ 

 １９ 

  ０ 

          ２２４ 

           １０ 

        ４，２４０ 

 

［人件費の見積り］ 

  期間中総額 ２，５９９百万円を支出する。（退職手当は除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 6

２．収支計画 

 

平成１６年度 収支計画 

（単位 百万円） 

区    分 金   額 

費用の部 

 経常費用 

  業務費 

   教育研究経費 

   受託研究費等 

   役員人件費 

   教員人件費 

   職員人件費 

  一般管理費 

  財務費用 

  雑損 

  減価償却費 

 臨時損失 

 

収入の部 

 経常収益 

  運営費交付金 

  授業料収益 

  入学料収益 

  検定料収益 

  受託研究等収益 

  寄付金収益 

  財務収益 

  雑益 

  資産見返運営費交付金等戻入 

  資産見返寄付金戻入 

  資産見返物品受贈額戻入 

 臨時利益 

 

純利益 

総利益 

 

        ４，２７７ 

        ３，８０６ 

  ７９０ 

１５７ 

 ５７ 

        １，８３３ 

  ９６９ 

  ２７０ 

            ０ 

            ０ 

          ２０１ 

            ０ 

 

 

        ４，２７７ 

        ２，６７４ 

          ９６３ 

          １５６ 

           ３７ 

          １５７ 

           ６６ 

            ０ 

           ２３ 

           ２０ 

            ０ 

          １８１ 

            ０ 

 

            ０ 

            ０ 
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３．資金計画 

 

平成１６年度 資金計画 

（単位 百万円） 

区    分 金   額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 翌年度への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料及入学金検定料による収入 

  受託研究等収入 

  寄付金収入 

  その他の収入 

 投資活動による収入 

  施設費による収入 

  その他の収入 

 財務活動による収入 

 前年度よりの繰越金 

        ４，５７９ 

        ４，０６６ 

          １６４ 

           １０ 

          ３３９ 

 

        ４，５７９ 

        ４，２１１ 

        ２，７７９ 

        １，１８５ 

          １５７ 

           ６７ 

           ２３ 

           ２９ 

           ２９ 

            ０ 

            ０ 

          ３３９ 
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別 表 

 

工 学 部 

 

 

 

 

 

機械システム工学科   ３２０人 

電気電子工学科     ３２０人 

情報システム工学科   ２４０人 

化学システム工学科   ２４０人 

機能材料工学科     ２００人 

土木開発工学科     ３２０人 

（第３年次編入学定員）  ２０人 

工学研究科 

      

      

      

 

機械システム工学専攻   ３２人（博士前期課程）

電気電子工学専攻     ３２人（博士前期課程）

情報システム工学専攻   ３２人（博士前期課程）

化学システム工学専攻   ２８人（博士前期課程）

機能材料工学専攻     ２０人（博士前期課程）

土木開発工学専攻     ４０人（博士前期課程）

システム工学専攻     ２１人（博士後期課程）

物質工学専攻       １５人（博士後期課程）

       


